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検査中に動脈傷つけ患者死亡
宇和島市・市立宇和島病院の医師

書類送検

医療事故・訴訟

　愛媛県宇和島市の市立宇和島病院で
検査中のミスが原因で患者を死亡させ
たとして、宇和島署は９月29日、業務
上過失致死の疑いで同病院の医師(31)
を書類送検した。
　調べでは、医師は2003年12月15日、

同県西予市の無職の男性(当時77)から
骨髄液を採取する検査中、誤って動脈
を傷つけ、男性を数時間後に出血性
ショックなどで死亡させた疑い。
　男性は骨髄腫の治療のため入院。状
態を調べるため胸骨に専用の針を刺し
て骨髄液を採取する検査を受けた。同
署は、医師が動脈を傷つけたミスが男
性の死亡につながったと判断した。
　院長からの通報で同署が捜査を進め
ていた。　　　　　　　　【共　同】

頚椎の手術で女性患者死亡
福島県いわき市平・松村総合病院

事　故

……………………………………………………………………………………………

　福島県いわき市平の松村総合病院で
９月24日、頚椎の手術中に女性患者
(52)が医療事故による出血性ショック
で死亡していたことが９月29日までに
わかった。病院側は医療事故としてい
わき中央署に届けた。
　同院によると、この女性は厚生労働
省が指定する難病の一つで、頚椎が骨

化する病気の「頚椎後縦靱帯骨化症」
で入院中だった。
　９月24日朝から、できた骨を取り除
くための手術をしていたが、骨をドリ
ルで削る際に動脈を損傷し大量出血、
手術開始から約12時間後に死亡した。
　執刀医は40代男性の整形外科専門
医。同病院では、10年間に同様の手術
を10件経験しているという。
　病院側は手術中のミスを認めたうえ
で、「家族に対して誠意をもって対応
したい」と話している。　【共　同】

……………………………………………………………………………………………

福島県が6400万円賠償へ
県立猪苗代病院の医療事故

和　解

　福島県猪苗代町の県立猪苗代病院で
2001年９月、盲腸の手術を受けた中学
生が一時意識不明になった医療事故
で、福島県は９月28日までに、6400万
円を支払い、和解する方針を固めた。

同県議会での議決を経て正式に決ま
る。福島県は事故後、担当医の過失を
認め、家族と話し合いを進めていた。
　手術は01年９月26日に実施。担当医
が中学生に適切な姿勢をとらせないま
ま麻酔をかけたため、脊椎に打った麻
酔が上半身に広がった。中学生は低酸
素脳症を起こし、一時意識不明とな
り、両手足などに障害が残った。

【共　同】
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�健康管理を住民と
　　　医療機関が分担

　患者の診療情報を医療機関同士で共
有するネットワークづくりは、全国各
地で取り組みが始まっている。ただ、
その多くは地域の医師会や医療機関が
主体となっているため、患者がそのメ
リットを十分に享受できなかったり、
他の地域とのシステムの互換性が低
かったりするケースがある。
　群馬県の取り組みは、ＮＰＯ法人が

最初から主体となってシステムを構築
しているため、医療機関だけでなく地
域住民も医療連携システムを活用でき
る仕組みになっているのが特徴だ。
　このシステムを同協議会と共同開発
している群馬大病院医療情報部の坂巻
哲夫部長は、「患者や地域住民側に主
体がないと、地域医療連携自体がうま
く運用できない。患者にニーズが生じ
てから連携するのではなく、普段から
地域住民の健康を住民と医療機関が分
担して管理するというのが基本的なコ
ンセプト」と説明する。

　同協議会と群馬大病院が共同開発す
るシステムでは、紹介状や診療情報な
どを共有するネットワークと地域住民
が自己の健康状態を管理するソフトが
並行して運用される。
　紹介状や診療情報などを共有する
ネットワークでは、医療機関同士だけ
でなく、患者も自分の情報の一部を管
理・閲覧できる。医師は、ＩＣカード
による個人認証で、ネットワーク上の
情報にアクセスすることが可能で、患
者はあらかじめ割り当てられたＩＤと
パスワードをパソコンに入力するだけ
で、自己の診療情報の一部を管理・閲
覧できる。
　ＩＤ・パスワードだけでアクセスが
可能になると利便性は高いが、一方で
セキュリティーの問題も生じてくる。
同ネットワークでは、患者本人以外は
サーバー管理者でも診療情報を閲覧で
きないセキュリティーシステムが使用
されており、同協議会と群馬大病院は
その実証実験を今秋に公開で行う。
　また、他の地域で運用されている医
療連携システムとの互換性も検証する
ため、大阪ヘルスケアネットワーク普
及推進機構（ＯＣＨＩＳ）のシステム
を実験的に借りて、並行運用していこ
うとしている。

�普段のデータが
　受診時の基礎データに

　健康管理ソフトは、地域住民が地域
医療に参画する入り口として位置づけ
られている。地域住民が病気になった
とき、初めてネットワークに加えられ
るのではなく、普段から健康管理ソフ
トで自己の健康状態をチェックでき
る。実際に、医療機関に受診する際に
は、それまで蓄積してきたものが診療
時の基礎データとなる。
　同ソフトは、120項目から成る問診に
答えることで自分の健康状態が把握で
きる。医師が通常行う問診の仕方に準
じた質問項目が設定されており、頭
部、胸部、腹部など自分が最も把握し
たい部位に関する質問から答えること
ができる。利用者は、インターネット
上で日常注意すべき点などのアドバイ
スが受けられるほか、利用者全体に対
して自分の健康状態がどの程度に位置
するかといったデータも把握できる。
　同協議会では現在、健康管理ソフト
のモニターをホームページ上（http://
www.shin-ren.net/health/）で募って
おり、データベース化する取り組みも
進めている。

　地域住民が主体となって、医療連携システムを構築する―。こうし
た取り組みが群馬県で進められている。ＮＰＯ法人の地域診療情報連
携協議会（前橋市、瀧澤清美理事長）は、群馬大医学部付属病院と協
力して紹介状や診療情報などを共有できるネットワークや地域住民が
インターネット上で自己の健康状態を管理できるソフトを開発してい
る。健康管理ソフトは、すでに開発を終えており、同協議会と群馬大
病院は同県全域へのネットワーク拡大を視野に入れながら、2005年
春にシステムを本格稼働させる考えだ。

地域住民主体で医療連携システム

前橋市�

群馬大医学部付属病院�
ＮＰＯ法人 地域診療情報連携協議会�

群馬県・地域診療情報連携協議会

連 載 １

●救急出動、年間３万件ずつ増える

　消防庁によると、救急出動件数はこ
こ数年、年約３万件のペースで増加。
03年には年間約66万件に達したうえ、
現場に到着するまでの平均時間も、98
年より１分以上遅くなっていた。
　コールセンターの試行期間は05年３
月31日までの半年間。専任の職員２人

が同庁のコールセンター内に常駐。語
呂合わせで「おー民急、おー救急」の
専用回線（0570-039-099）を設け、土
日を除いて、午前９時から午後５時ま
で、民間事業者が保有する救急車の配
車予約などを受け付ける。
　コールセンターの業務は、主に①医
療機関からの転院搬送に伴う民間救急
車の配車予約の受け付け、事業者への
連絡②入退院、通院等に伴う配車予約

の受け付け③民間救急に関する問い合
わせへの対応―の３つ。医療機関や家
族らの依頼で行う。
　試行事業には、同庁の認定事業者の
うち、希望するところが協定を結んで
参加する。コールセンターは、民間救
急の受け皿として機能する一方、同庁
の救急車は緊急性が高いものに確実に
対応させることがねらいだ。
　同庁によると、都内には38の民間事
業者があり、救急車97台を保有してい
る（９月時点）。料金体系は、出庫し
てから戻るまでの料金を請求する「ハ
イヤー型」と、メーターに応じた金額
を支払う「タクシー型」に大別される
という。民間の利用で実費負担が生じ
る点には、とくに対応する考えはない
としている。
　同庁では、大阪、神戸、福岡といっ
た大都市部でも、都の民間救急方式が
有効に機能するのではないかとみてい
る。05年度以降の実施体制の青写真も
固まっており、名称は「東京民間救急
コールセンター」とし、24時間365日対
応する予定だ。財団法人東京救急協会
が実施主体となる。

にとって予断を許さない状
況。日本医師会では、植松
治雄会長が今夏の日医代議
員会以降、国民に向けた反
対運動の全国展開を再三訴
えており、今回、同会長の
おひざ元である大阪が真っ
先にこの呼びかけに応える
形となった。
　主催する大阪府地域医療
推進協議会は、1973年に設
立。三師会をはじめとする

　医療経済フォーラム・ジャパンは
26日（火）、東京都千代田区のパレ
スホテルで公開シンポジウム「日本
の医療保障財源を考える」を開く。
慶応大大学院の田中滋教授の基調講
演に続き、医事評論家の水野肇氏や

日本医師会の櫻井秀也副会長、厚生労
働省の辻哲夫厚生労働審議官、財務省
主計局の福田淳一主計官らが、新たな
視点から医療保障財源のあるべき姿に
ついて議論する。
　シンポジストとしてこのほか、医療

経済フォーラム・ジャパン会長の加藤
寛・千葉商科大学長、国民健康保険中
央会の北郷勲夫理事長が参加する｡
　医療経済フォーラム・ジャパン
は、医療経済学の若手研究者の育成
や調査研究、政策提言などを目的
に、有識者らによって2001年に設立
された。当日の開演は午後３時半、
資料代は5000円。問い合わせは、医
療経済フォーラム・ジャパン事務局
（TEL03-3572-3051）まで。

象とした健康教育活動には、「家庭医
学講座」「市民健康教育講座」「地域
健康教室」などがあり、とくに1978年
から開催している「家庭医学講座」
は、今年９月の開催時点ですでに176回
を数えるなど、地道な活動を展開して
きた。
　今回の市民フォーラムは、上埜会長

　大阪府の三師会などでつくる大阪府
地域医療推進協議会（会長＝酒井國男
大阪府医師会長）は、混合診療の解禁
に反対を訴える府民集会を11月25日に
開催する。同協議会は2001年に医療制
度改革論議が紛糾した際に２万人規模
の府民集会を成功させており、今回も
全国に先駆けて開催を決めた。酒井会
長は、「大阪の集会をきっかけに、こ
の動きがどんどん広がっていってほし
い」と話している。
　集会のタイトルは、「国民医療を守
る大阪府民集会～混合診療の解禁がも
たらすもの（仮称）」。同協議会が９
月30日に正式に開催を決定した。会場
は大阪市西区の大阪厚生年金会館大
ホール（定員2400人）、時間は午後２
時30分から４時まで。
　スローガンは、①いつでも、だれも

が安心して受診できる健康保険制度が
危ない②「いのちの沙汰（さた）も金
しだい」の混合診療解禁を阻止③財政
難を理由にした公的医療保険給付の縮
小に反対④長寿世界一に貢献した日本
の健康保険制度を守ろう―の４点を掲
げる予定。当日は医療提供者、患者な
ど数人の発言者が意見を表明した後、
集会の最後になんらかの決議文を提
案・採択したい考えだ。
　告知方法は、５大紙への広告掲載に
加え、ポスター、チラシの配布を計画
している。動員目標は2400人。
　混合診療の解禁をめぐっては、政府
の規制改革・民間開放推進会議が12月
に答申を取りまとめる見通しとなって
いるほか、尾辻秀久厚生労働相も就任
早々、「個人的には混合診療に賛成」
と話すなど、解禁反対を訴える医師会

の「改めて市民と身近に対話し、接点
をもとう」という提案で準備が進めら
れていたもので、市民に開かれた医師
会をアピールしたいというねらいもあ
る。
　今回のフォーラムは、初めての企画
ということもあり、スポーツキャス
ターを招いた講演など市民との触れ合
いを重視し、「医政関係を離れた内
容」（上埜会長）になっているが、今
後は政府の医療制度改革などに対する
医師会活動なども含めて、「医師会と
その活動について市民に正しい認識を
もってもらう機会にしたい」としてい
る。

　札幌市医師会（上埜光紀会長）は、
同医師会が単独で主催する市民フォー
ラムとしては初めてとなる「市民医療
フォーラム2004」を16日に開催する。
参加申し込みはすでに500人を超え、同
医師会では「1000人以上を集めたい」
と力を入れている。
　札幌市医が取り組んでいる市民を対

医師のミスと損害賠償請求
兵庫県西宮市・兵庫医大

提　訴

……………………………………………………………………………………………

　兵庫医大病院（兵庫県西宮市）で舌
がんを切除する手術を受けた後、死亡
した西宮市の男性(当時62)の妻ら遺族
が「手術後の管理を怠った」として、
兵庫医大と担当医らに計約１億5000万
円の損害賠償を求める訴訟を９月30
日、神戸地裁尼崎支部に起こした。

　原告側の弁護士によると、男性は
2001年11月28日、舌がんを切除する手
術のため入院。手術翌日の同年12月１
日に大量の出血で気道がふさがって低
酸素脳症で意識不明になり、翌年５月
23日に死亡した。
　遺族側は「担当医は手術後に大量出
血の可能性があると認識していたの
に、血圧を確認するなど適切な対応を
しなかった」と主張している。
　同病院は「訴状を見ていないのでコ
メントできない」としている。

【共　同】

「医療保障財源」で公開シンポ
26日、東京・パレスホテル

医療経済フォーラム・ジャパン

札 幌 市 医 師 会

初の市民医療フォーラム
市民との対話と接点がねらい

16日に開催

《大阪府地域医療推進協議会》

混合診療反対で府民集会を開催
11
月
に
２
０
０
０
人
規
模
で

医療関係団体のほか、消費者団体、老
人クラブなど、現在25団体で構成され
ている。大阪での開催決定に合わせ、
近畿医師会連合も各府県で混合診療反
対集会を開く方針を固めており、開催
時期は11月後半から12月上旬になる見
通しだ。

民 間 救 急 コ ー ル セ ン タ ー

東京消防庁が試行事業開始

　現状を放置すれば、近い将来、緊急性が高い場合でも救急車を利用で
きなくなってしまう―。強い危機感を背景に、出番をより緊急性の高い
ケースに集中させようと、東京消防庁が１日から「民間救急コールセン
ター」の試行事業を始めた。転院目的の搬送など緊急性が高くない場合
は、民間の救急事業者を利用してもらおうというもので、同庁に設置し
たコールセンターが、民間の救急車の配車予約の受け付けなどを行う。
こうした官民の役割分担で、効率的な救急搬送体制を構築する試みは全
国でも初めてという。2005年度から本格運用を開始する計画だ。

民間救急車を手配

ＮＰＯ法人が群馬大病院とソフト開発

05年春に本格運用へ

群大病院の酒巻哲夫・医療情報部長（左）、病診連携センターの太田久・技術補佐（右）

（月曜日に掲載）


